
財務比率推移表 
（単位：％）

 比　    率 R1 R2 R3 全国平均 評 算式（×１００） 説　　明

固 定 資 産

総 資 産

有 形 固 定 資 産

総 資 産

特 定 資 産

総 資 産

流 動 資 産

総 資 産

固 定 負 債

総 負 債 ＋ 純 資産

流 動 負 債

総 負 債 ＋ 純 資産

運用資産－総負債

総 資 産

運用資産－外部負債

経 常 支 出

純 資 産

総 負 債 ＋ 純 資産

繰 越 収 支 差 額

総 負 債 ＋ 純 資産

固 定 資 産

純 資 産

固 定 資 産

純 資 産 + 固 定 負 債

流 動 資 産

流 動 負 債

総 負 債

総 資 産

総 負 債

純 資 産

現 金 預 金

前 受 金

退職 給与引当 特定資産

退 職 給 与 引 当金

基 本 金

基 本 金 要 組 入額

減価償却累計額(図書除く)

減価償却資産取得価額（〃）

運 用 資 産

要 積 立 額

評価指標　△：高い値が良い　▼：低い値が良い　～：どちらともいえない

全国平均は前年度の値

持続的かつ安定的な経営を継続するために

必要な運用資産の保有状況はどうか

20.2

固 定 資 産

構 成 比 率
94.8 93.3 93.1 ▼85.1

固 定 長 期

適 合 率
101.9 98.3 98.1

有 形 固 定 資 産

構 成 比 率

▼89.6

69.8

固 定 比 率 105.2

流 動 資 産

構 成 比 率
5.2 6.7 6.9 △

固 定 負 債

構 成 比 率

△70.8

14.9

76.8 75.6 72.0 ▼

17.0 17.1 20.9 △

3.1 ▼

11.5 13.5

10.9 8.7 8.8

9.9 8.0

135.9 △294.0

12.5

前 受 金

保 有 率
108.7

2.9 2.9

積 立 率 30.0 28.2

負 債 比 率

131.4

流 動 負 債

構 成 比 率
6.9

退職給与引当特定

資 産 保 有 率
102.0 105.6

8.1 ▼

▼

11.1

△

内 部 留 保

資 産 比 率
26.3

5.1

△

101.4 101.4 ▼95.7

総 負 債 比 率

5.0 ▼5.1

17.7

運 用 資 産

余 裕 比 率

54.5

97.1

100.1 △

6.0

59.7

61.6

33.8

減 価 償 却 比 率 48.0 50.3 50.3 ～

基 本 金 比 率 99.8 101.2 101.3 △

117.0 141.1 △537.8

流 動 比 率 74.6

基本金組入対象資産額である要組入額に対
する組入済基本金の割合はどうか

減価償却累計額が取得価格に対してどの程
度占めているか

翌年度分の入学金等が現金預金の形で適切
に保有されているか

退職給与引当金に見合う資産を特定資産と
してどの程度保有しているか

資産構成の全体的なバランスはどうか

土地・建物等の有形固定資産の構成比が資

産構成上バランスがとれているか

長期に亘って特定の目的のために保有する
金融資産の蓄積状況はどうか

資産構成の全体的なバランスはどうか

長期的な負債構成のバランスと比重はどう
か

短期的な負債構成のバランスと比重はどう
か

１年以内に償還する流動負債に対して１年
以内に現金化が可能な流動資産はどの程度
用意されているか

他人資金である総負債が自己資金である純
資産を上回っていないか

純資産に対する他人資金の比重はどうか

特定資産と有価証券と現金預金を合計した
「運用資産」から総負債を引いた金額の総
資産に占める割合はどうか

土地・建物等の固定資産に対してどの程度

純資産が投下されているか

自己資金のほか長期借入金で固定資産を取
得する原則にどの程度適合しているか

特 定 資 産

構 成 比 率

88.9
純資産の、総負債および純資産の合計額に
占める構成割合はどうか

繰 越 収 支 差 額

構 成 比 率
△ 54.4 △ 58.3 △ 58.2 △△ 19.6

繰越収支差額の、総負債および純資産の合
計額に占める構成割合はどうか

68.0 82.0 △1.8
一年間の経常的な支出規模に対してどの程
度の運用資産が蓄積されているか

純 資 産

構 成 比 率
90.1 92.0 91.9


